
資金収支計算書
(自) 平成27年 4月 1日 (至) 平成28年 3月31日

法人名 社会福祉法人ひかり学園

事業所名 ひかり学園

第１号の１様式

(単位：円)

勘 定 科 目 予 算 決 算 差 異
障害福祉サービス等事業収入 375,788,000 377,473,271 1,685,271

収 借入金利息補助金収入 923,000 923,000
事 経常経費寄附金収入 1,707,000 1,709,359 2,359
業 入 受取利息配当金収入 42,000 41,017 -983
活 その他の収入 8,680,000 9,511,031 831,031
動 事業活動収入計(1) 387,140,000 389,657,678 2,517,678
に 人件費支出 292,568,000 291,645,480 922,520
よ 支 事業費支出 61,229,000 59,140,334 2,088,666
る 事務費支出 36,955,000 34,899,728 2,055,272
収 出 支払利息支出 2,015,000 2,014,570 430
支 その他の支出 2,684,000 2,641,825 42,175

事業活動支出計(2) 395,451,000 390,341,937 5,109,063
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) -8,311,000 -684,259 7,626,741

施 収 施設整備等補助金収入 6,792,000 6,792,000
設 入 施設整備等寄附金収入 15,000,000 15,000,000
整 施設整備等収入計(4) 21,792,000 21,792,000
備 設備資金借入金元金償還支出 14,820,000 14,820,000
等 支 固定資産取得支出 53,527,000 53,525,564 1,436
に ファイナンス・リース債務の返済支出 571,000 570,240 760
よ 出
る
収 施設整備等支出計(5) 68,918,000 68,915,804 2,196
支 施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) -47,126,000 -47,123,804 2,196
そ 収 積立資産取崩収入 39,957,000 39,955,964 -1,036
の 入 その他の活動収入計(7) 39,957,000 39,955,964 -1,036
他 積立資産支出 5,331,000 5,328,850 2,150
の
活 支
動
に
よ 出
る
収 その他の活動支出計(8) 5,331,000 5,328,850 2,150
支 その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 34,626,000 34,627,114 1,114

予備費支出(10)
―

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) -20,811,000 -13,180,949 7,630,051

前期末支払資金残高(12) 91,909,000 91,911,174 2,174
当期末支払資金残高(11)+(12) 71,098,000 78,730,225 7,632,225



事業活動計算書
(自) 平成27年 4月 1日 (至) 平成28年 3月31日 第２号の１様式

(単位：円)

勘 定 科 目 当年度決算 前年度決算 増 減
収 障害福祉サービス等事業収益 377,473,271 378,236,378 -763,107

サ 経常経費寄附金収益 1,709,359 7,110,017 -5,400,658
｜ 益 その他の収益 396,000 318,750 77,250
ビ サービス活動収益計(1) 379,578,630 385,665,145 -6,086,515
ス 人件費 293,495,830 281,836,224 11,659,606
活 費 事業費 59,151,494 59,773,917 -622,423
動 事務費 34,899,728 38,246,771 -3,347,043
増 減価償却費 44,173,516 41,481,997 2,691,519
減 用 国庫補助金等特別積立金取崩額 -13,421,707 -13,326,455 -95,252
の その他の費用 232,500 318,750 -86,250
部 サービス活動費用計(2) 418,531,361 408,331,204 10,200,157

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) -38,952,731 -22,666,059 -16,286,672
サ 収 借入金利息補助金収益 923,000 1,003,000 -80,000
｜ 受取利息配当金収益 41,017 47,332 -6,315
ビ 益 その他のサービス活動外収益 9,347,531 10,411,866 -1,064,335
ス サービス活動外収益計(4) 10,311,548 11,462,198 -1,150,650
活 支払利息 2,014,570 2,189,750 -175,180
動 費 その他のサービス活動外費用 2,409,325 2,389,187 20,138
外
増 用
減
の サービス活動外費用計(5) 4,423,895 4,578,937 -155,042
部 サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 5,887,653 6,883,261 -995,608

経常増減差額(7)=(3)+(6) -33,065,078 -15,782,798 -17,282,280
施設整備等補助金収益 6,792,000 6,792,000

収 施設整備等寄附金収益 15,000,000 1,500,000 13,500,000
特 固定資産受贈額 15,072,781 9,308,700 5,764,081
別 益 固定資産売却益 214,213 -214,213
増 特別収益計(8) 36,864,781 17,814,913 19,049,868
減 基本金組入額 15,000,000 15,000,000
の 費 固定資産売却損・処分損 4 4
部 国庫補助金等特別積立金積立額 6,792,000 8,292,000 -1,500,000

用 その他の特別損失 26,458,796 -26,458,796
特別費用計(9) 21,792,004 34,750,796 -12,958,792
特別増減差額(10)=(8)-(9) 15,072,777 -16,935,883 32,008,660
当期活動増減差額(11)=(7)+(10) -17,992,301 -32,718,681 14,726,380

繰 前期繰越活動増減差額(12) 368,877,133 398,247,814 -29,370,681
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 350,884,832 365,529,133 -14,644,301
活 基本金取崩額(14)
動 その他の積立金取崩額(15) 38,095,964 3,348,000 34,747,964
増 その他の積立金積立額(16) 2,776,000 2,776,000
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 386,204,796 368,877,133 17,327,663
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財務諸表に対する注記

（ 法 人 全 体 ）

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、車輛運搬具、器具及び備品、ソフトウェア－定額法

＊但し、平成19年3月31日以前に取得した固定資産は旧定額法。

(2) 引当金の計上基準

・退職給付引当金－一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会の事業主掛金相当額を計上している。

・賞与引当金－支給見込額の当該年度に属する金額を計上している。

(3)消費税

・消費税等は税込金額にて記載する。

(4)リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・リース期間定額法

３．重要な会計方針の変更

該当なし。

４．法人で採用する退職給付制度

・全常勤職員について愛知県民間社会福祉事業職員共済会に加入している。

・全常勤職員について社会福祉施設職員等退職手当共済制度（独立行政法人福祉医療機構）に加入している。

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の財務諸表(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式)

(2) 事業区分別内訳表(第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式)

当法人では社会福祉事業区分のみのため作成していない。

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)

当法人では社会福祉事業の１拠点のみのため作成していない。

(4) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

社会福祉法人ひかり学園拠点区分（社会福祉事業）

「ひかり学園本部」

「知的障害者支援施設ひかり学園」（施設入所支援、生活介護）

「知的障害者短期入所事業所ひかり学園」

「日中一時支援事業ひかり学園」

「共同生活援助事業所日の出ホーム」

「特定障害者相談支援事業所ひかり」

「障害児相談支援事業所ひかり」



６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 201,230,200 0 0 201,230,200

建物 584,245,380 0 18,125,776 566,119,604

建物附属設備 139,151,475 49,464,000 20,202,238 168,413,237

合 計 924,627,055 49,464,000 38,328,014 935,763,041

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等

特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 124,681,200円

建物（基本財産） 561,773,626円

建物附属設備（基本財産） 119,311,973円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）福祉医療機構 163,020,000円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

ソフトウエアの取得価額・減価償却累計額に権利が含まれている。

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

土地（基本財産） 201,230,200 0 201,230,200

建物（基本財産） 714,773,152 148,653,548 566,119,604

建物附属設備（基本財産） 346,647,949 178,234,712 168,413,237

建物附属設備 6,789,680 2,295,803 4,493,877

構築物 54,133,291 9,039,547 45,093,744

車輌運搬具 22,794,564 18,955,098 3,839,466

器具及び備品 25,193,349 20,042,215 5,151,134

有形リース資産 3,421,440 570,240 2,851,200

ソフトウェア 3,837,970 3,376,270 461,700

合 計 1,378,821,595 381,167,433 997,654,162

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし



１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし


